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平成22年12月14日

～経済危機が与えた影響～

本レポートは、「岐阜県政策研究会」における研究の途中過程として、現状認識と
考え得る方向性をまとめたものであり、県としての公式な考え方を示したものではあ
りません。

岐阜県政策研究会

岐阜県の人口動態について

研究員：横山 誠（総合政策課）
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１ 最近の人口動態について
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県人口の推移（年齢３区分）

出典：総務省統計局 「国勢調査」

平成12年10月1日

2,107,700人
平成17年10月1日

2,107,226人

474人減少

長野県旧山口村の影響
を除くと2,446人減少※過去最大の人口

※初めて65歳以上人口が
0～14歳以上人口を上回る

※初めて15～64歳人口が減少

（万人）

（年）

かつて増加を続けてきた岐阜県の人口は
２００５年に初めて減少した。
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県の人口動態の推移

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」
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20062005

2005年～2010年の５年間で、山県市

の人口に匹敵する約３万人が減少。
（2010年9月現在の山県市人口

28,932人）

211

注：2005年国勢調査人口に毎月の人口動態を加えることにより算出

2,107,226人

2,104,422人

2,101,969人

-11,023人

2,077,617人

2,087,114人

2008年9月
リーマン・ショック

2,098,137人
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2005年10月～06年9月 △ 2,804人
06年9月～07年9月 △ 2,453人
07年9月～08年9月 △ 3,832人
08年9月～09年9月△11,023人
09年9月～10年9月 △ 9,497人

2005年以降も人口減少が続き、2007年には210万人
を割った。さらに経済危機後、人口減少は加速。
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県の自然動態・社会動態の推移

（年）

（人）

自然動態

社会動態

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

2008年の経済危機後は、
転出超過がさらに拡大

死亡数が出生数を上回る自然減少に転じたことに加え、転出者
が転入者を上回る社会減少(転出超過)が続くことが原因。

なぜ人口は減少しているか
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岐阜県の出生数と死亡数の推移

（年）

（人）

死亡数

出生数

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

自然減少が始まったのは２００６年から。
その後、減少幅は拡大傾向。

自然動態について
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前年と比べた転出超過人口の増加は、
日本人よりも、外国人の方が大きくなっている

2008年9月
リーマン・

ショック発生
転
入
超
過

転
出
超
過

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

日本人の流出を外国人の流入でカバーしていたが、
経済危機後外国人も流出に転じ、大幅な転出超過に。

社会動態について
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（出生と死亡）

２ 自然動態について
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（出生数）
（人）

（合計特殊出生率）県の出生数及び合計特殊出生率の推移

２００８年
出生数 １７,５０６人
合計特殊出生率 １.３５
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出生率は人口維持に必要な2.08を大きく下回る1.35に低下。
出生数はピーク時（第二次ベビーブーム）の１／２に減少。

出生数の減少

１９７３年
出生数 ３４,６４８人
合計特殊出生率 ２.２４



出産する女性の中心年齢層は、20代後半から30代前半に移行。
しかし、2007年以降は３０代前半女性による出生も減少。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

1990 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08

10

県内女性の年齢別出生数（外国人含む）

出典：県医療整備課「岐阜県衛生年報」

30～34歳

25～29歳

35～39歳

20～24歳

15～19歳 40～44歳

（人）

（年）

第２次ベビーブーム世代
【32～36歳】

全員が、第２子平均出生
年齢31.2歳（当時）を迎え
1971年生まれが30代後半

に移行

第２次ベビーブーム世代
【26～30歳】

1971年生まれが30代に移行
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出典：県医療整備課「岐阜県衛生年報」

第二次ベビーブーム世代の「出産ブーム」は
過ぎたとみられる。

第２次ベビーブーム世代
【28～32歳】

ほぼ全員が、第１子
平均出生年齢28.3歳

（当時）を迎える

母となる世代の主役は
第２次ベビーブーム
世代の次の世代に。
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（人） 県の出生数の推移

出生数を振り返ると、第二次ベビーブーム以降の出生数は
大きく減少しており、今後親となる人口が減ることは明らか。

親となる人口が
減少すると、

生まれる子どもも
減ってしまう
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第２次ベビーブーム世代
（2010年では３０代後半）

（年）
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出典：総務省統計局「国勢調査」
推計値は、国立社会保障人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口」（平成19年5月推計）

(年)

(万人) 県の20・30代女性人口の推移

推計値

出典：厚生労働省「人口動態統計」

条件 2005年 2010年 2015年 2020年

2005年の出生率(1.37)を維持したときの出生数 17,707 16,078 14,927 14,345

2005年の出生数を維持するために必要な出生率 （1.37） 1.52 1.63 1.69

2005年の人口を維持するために必要な出生率 1.99 2.29 2.49

母となる世代の人口が減少するため、出生率が維持できても、
生まれる子どもの数は減っていく構造となる。

半世紀以上前
（1954年）の水準

バブル景気
最盛期（1988年）

並みの水準



母の年齢別出生率が高いのは20代後半～30代前半。
なお、30代後半の出生率は上昇を続けている。
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県内女性（千人対）の年齢別出生数

20～24歳

25～29歳

出典：出生数は、厚生労働省「人口動態統計調査」による日本人出生数
女性人口は、2005年のみ総務省統計局「国勢調査」による日本人人口

他の年は、厚生労働省「人口動態統計調査」による外国人を含めた総人口の推計値
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県内女性の平均初婚・出産年齢

女性の平均初婚年齢

出典：県医療整備課「岐阜県衛生年報」

参考

母の第二子平均出生年齢
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県内の年齢別死亡数（外国人含む）

（年）

（人）

出典：県統計課
「岐阜県人口動態統計調査」

平均寿命は伸びているものの、死亡数は一貫して増加。

死亡数の増加

県の平均寿命の推移

男性 女性

2000年 78.28歳 → 2008年 79.69歳
（＋1.41歳）

2000年 85.08歳 → 2008年 86.78歳
（＋1.7歳）

出典：県医療整備課「岐阜県衛生年報」
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（年）

県の高齢者人口指数の推移

注：人口指数は、各年10月1日時点の年齢別推計人口を指数化したもの、
また死亡者指数は、各年10月1日までの年間累計死亡者数を指数化したもの。

出典：総務省統計局「国勢調査」
県統計課「岐阜県人口動態統計調査」
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県の死因別死亡者指数の推移
（1990年＝100）

県の死因・年齢別死亡者数
（人）

75歳以上の
高齢者が

約９割を占める

出典：県医療整備課「岐阜県衛生年報」

そのため、７５歳以上に多い老衰や肺炎の死亡者が増加。

（2008年）

高血圧性
を除く
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県の高齢者人口の推移と見通し

出典：総務省統計局「国勢調査」
推定値は、岐阜県人口・少子化問題研究会推計（2006年・基本パターン）

（年）

２０２０年頃までは高齢者が急速に増加していく時期。
さらに、８５歳以上の高齢者は一貫して増加を続けていく。

（千人）

推計値実績値

75～84歳

65～74歳

85歳以上
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～ 岐阜県の人口動態の概要 ～
○ 国勢調査によれば、県人口は、2000年10月にピークを迎え、2005年10

月には初めて人口が減少した。
この2005年10月以降、2010年9月までの間に、山県市の人口に相当する
約３万人の人口減少が起きている。

○ この2005年以降の人口減少は、死亡数が出生数を上回る自然減少に加え、
転出数が転入数を上回る社会減少が重なって起きていることが原因である。

さらに、2008年9月のリーマン･ショック後は、それまで日本人の人口流
出を補っていた外国人が、大幅な転出超過に陥り、人口減少が加速している。

～ 近年の自然動態（出生・死亡） ～
○ 近年の出生数は、第2次ベビーブーム世代による下支えにより横ばいで推移

していたが、徐々に減少してきている。今後は、母となる世代の人口減少に
より、出生数の減少が加速していく。

○ 高齢者の増加を背景に、７５歳以上の死亡数は増加しつづけており、この年
代に多い老衰、肺炎による死亡数も増加している。

今後も高齢者が増加していく中で、2005年に、死亡数が出生数を上回る
自然減少を迎えた今、本県は「多死化」の時代に入っていくとみられる。

ここまでのまとめ
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（転入と転出）

３ 日本人の社会動態について
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出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

(各前年10月1日～同年9月30日の累計)

移動理由別 県外との転入転出差の推移
（千人）

（年）

転
入
超
過

転
出
超
過

2008年9月
リーマン・ショック

住宅による転入が減り、1996年以降職業、結婚、学業による
転出超過が続く構造に変化はない。さらに経済危機後、職業に
よる転出超過は拡大している。
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主として10代後半～20代前半による

主として20代後半～30代前半の女性による

主として20代後半～30代による

転出超過の中心は２０代の若い世代。
職を求めて県外へ出ていってしまうとみられる。

職業上
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(2008年10月1日～2009年9月30日の累計)

移動理由別・世代別 県外との転入転出差

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」
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（グラフ中の数字は、2009年のもの）

(各前年10月1日～同年9月30日の累計)（人）

経済危機後も、若者の県外流出トレンドに変化はない。
～転出超過が目立つのは、30代以降の年代～
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地域別 県外転入転出差の推移

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告年報（日本人）」
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（１都３県）

中部圏
（三重・静岡・長野）

近畿圏
（２府１県）

経済危機後、愛知県･首都圏以外からの流入が大幅に減少。

（人）

（年）
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①職業上の理由による転入・転出
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職業上の理由による社会動態の推移

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

(各前年10月1日～同年9月30日の累計)
（転入・転出人口）
(人)

転入 転出

転入－転出

（年）

（転入－転出）
（人）

転出人口は横ばい。経済危機後の転出超過の拡大は、
職を求めて転入してくる人が減ったことによるもの。

2008年9月
リーマン・ショック
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出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

(各前年10月1日～同年9月30日の累計)

性別・年齢別転入転出差の推移（職業）
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最も多い２０代前半の転出に変化はない。
経済危機後、２０代後半以降の人口流出が拡大。
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経済危機前は、製造現場の働き手として、
県外（北海道・沖縄）から多くの人が流入していた。

○派遣会社へのヒアリング （2009年1月実施）

◆製造業のラインで働くスタッフは、県内より県外出身が多い。当社の場合、全国各地に駐在員
をおき、人材を確保した。雇用情勢が厳しい沖縄、北海道の出身者の割合が高かった。

◆当社の派遣労働者は、20～30代、40代後半～60代の男性がメイン。
◆遠方出身の派遣スタッフは、派遣会社が借り上げた寮に住んでもらった。
◆会社の寮に入っていた人は、派遣先がなくなった場合寮から出てもらうことになる。当社の場
合、住居に困る人には１ヶ月程度の猶予期間をおくことも考えたが、結果的にそのような対応を
した例はなかった。

◆寮に住んでいて派遣先がなくなった人は、故郷へ帰る人が多い。故郷に帰り、失業給付を受
けながら、職を探す人が多い。

◆現場の感触として、これまで県内で判明した派遣切りのほぼ１００％が製造業。
◆製造業の生産ラインに派遣され今回派遣切りにあった人達の中には県内出身者は少なく、
大部分が製造業の働き手として、職を求めて集まった人々。

◆外国人の話は別として、仕事がなくなれば故郷へ帰る人が多いだろう。そして、故郷へ帰って
失業給付をもらうためにハローワークへ行く。中には、故郷へ帰らず仕事を求めて大都市へ
行く人、そのまま岐阜に残る人もいる。

◆言わば、東海の製造業の働き手として全国から集まった人々が、逆に全国に散らばった状態。

○岐阜労働局へのヒアリング （2009年1月実施）



-12,000

-9,000

-6,000

-3,000

0

3,000

6,000

9,000

12,000

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

-4,000

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000
従業員数

付加価値額

29

出典：経済産業省「工業統計」（2009年は、県統計課による速報値）

注：1999～2001年：金属製品、一般・電気・輸送用・精密機械器具製造業、その他の製造業の計
2002～2007年：金属製品、一般・電気・情報通信・輸送用・精密機械器具製造業、電子部品・デバイス製造業、その他の製造業の計
2008～2009年：金属製品、はん用・生産用・業務用機械器具、電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具、

輸送用機械器具その他の製造業の計。ただし町村部の製造業粗付加価値額は、製造業全体の計
2007年調査において調査項目を変更したことにより、付加価値額は2006年以前の数値とは接続しない。

県内製造業（一般・電気・輸送用機械）の
従業員数及び付加価値額の前期比推移

（付加価値額）
（億円）

（従業員数）
（人）

11,170人
の減少

3,846億円
の減少

実際、製造業では経済危機直前まで雇用が急拡大し、
経済危機後は、一転して大幅な人員削減が進んだ。

（年）

2008年9月
リーマン・ショック
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派遣労働者数の推移（全国）
(各前年10月1日～同年9月30日の累計)

出典：総務省「労働力調査」

（年）

（万人）

また、派遣労働者は２０代後半以降に多く、経済危機前後の
製造業の雇用拡大と人員削減の影響を受けたとみられる。

25～34歳

35～44歳
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15～24歳

55～64歳
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（各前年10月1日～同年9月30日の累計)

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」、経済産業省「工業統計」

（転入－転出）
（人）

市町村別 県外との転入転出差の推移（職業） （製造業粗付加価値額）
（億円）

注：ここでいう製造業は、金属製品、はん用・生産用・業務用機械器具、電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具、
輸送用機械器具その他の製造業の計（以下「一般・電気・輸送用機械」とする。）。ただし町村部の製造業粗付加価値額は、製造業全体の計

美濃加茂･大垣･各務原･可児といった製造業が強い地域は、
経済危機前後に人口流入から人口流出に転じたと確認できる。
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県外地域別 転入転出差の推移（職業）
(各前年10月1日～同年9月30日の累計)

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

（年）

（人）

北海道や九州･沖縄から職を求めてくる人の流れは、
製造業の雇用拡大と人員削減の動きに重なる。
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出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」
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経済危機後は、北海道や九州･沖縄から職を求めて
転入してくる人が減少し、転出する人が増加した。
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地域別 県外転入転出差の推移（職業）
(各前年10月1日～同年9月30日の累計)

（年）

（人）

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

一方、転出先として大きな割合を占める愛知県や首都圏の
転出超過は、経済危機後も大きな変化はみられなかった。
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～ 近年の日本人の社会動態（総括・職業） ～

○ 1996年以降、進学･就職･結婚等を理由とした多くの若者の転出超過により、
県全体の社会減少が続いている。

○ 経済危機前後で、１０代後半～２０代の若者を主体とした流出構造に大きな
変化はなかったが、３０代以降では転出超過が増加した。

○ 製造業を中心に景気が拡大していた2005～07年にかけ、職を求めて転入し
て製造現場等に従事した北海道や九州･沖縄出身の人が多かったが、2008年
秋のリーマン・ショック後は、転入してくる人が減少した。
（職を失って転出した人も多かったとみられる。）

○ 職を求める岐阜県民が最も多く転出していくのは、本県と同じく製造業を主
要産業とする愛知県、次いで首都圏（1都3県）である。

ここまでのまとめ
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②学業上の理由による転入・転出
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37出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」、「学校基本調査」

(各前年10月1日～同年9月30日の累計)

学業上の理由による転入・転出の推移（転入人口）
（人）

（年）

（県内高校卒業生）
（人）

0
（転出人口）
（人）

0
（転入－転出）

（人）

若年人口の減少を背景に、1995年頃をピークに
進学に伴う転入・転出人口は減少している。

第２次ベビー
ブーム世代が
大学・短大等
に進学する

19歳に達した年
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大学・短大に進学する高校卒業生のうち、地元校に入学する者の割合

出典：文部科学省「学校基本調査」
（2010年は速報値）

（年）

全国平均

岐阜県

特に近年は、全国的に地元進学志向が高まり、
転入・転出人口が減少する一因となっている。
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学業上の理由による転入転出差
（前年10月1日～同年9月30日）

転入人口を上回る他都道府県出身の
県内大学・短大等入学者

転出人口を上回る岐阜県出身の
県外大学・短大等入学者

（年）（年）

（人） 岐阜県の高卒人口と大学入学者等の推移

出典：文部科学省「学校基本調査」
総務省統計局「国勢調査」

県外との転入・転出人口と大学等入学者の関係

県内高校の卒業者

15歳以上の県外への通学者

県内出身の大学入学者

県外大学・短大の近くに転出せず、
自宅から通学する岐阜県民とみられる
（ただし住民票を移さず転出する者も含む）

岐阜県に転入せず、自宅から通学する
他都道府県民とみられる
（ただし住民票を移さず転入する者も含む）

（人）

また自宅生志向も、転入・転出人口が減少する要因
となっている。
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③結婚・離婚・縁組による転入・転出
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41出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

(各前年10月1日～同年9月30日の累計)
結婚・離婚・縁組による転入・転出の推移

（転入－転出）
（人）

（転入・転出人口）
（人）

転入 転出
転入－転出

（年）

結婚等を理由に転入・転出する人は、
1997年以降、1,600人前後の転出超過が続く。
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出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」
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1,619
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1,233

1都3県
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55

転出超過先の推移（結婚等）

2009年2008年

結婚を理由とした転出先は、愛知県がほとんど。
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（各前年10月1日～同年9月30日の累計)

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」、総務省統計局「国勢調査」

市町村別 県外との転入転出差の推移（結婚等）（転入－転出）
（人）

（通勤・通学者）
（人）

0

県外(大半は愛知県)への通勤･通学者が多い市町に
結婚等を機に転出してしまう人が多い。
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44
出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

(各前年10月1日～同年9月30日の累計)

年齢別 転入・転出人口の推移（結婚等）
（人）

（年）

20代の転入が減少する一方で
30代の転入が増加している。

20代の転出が減少する一方で
30代の転出が増加している。

初婚年齢の上昇を背景に、３０代の転入・転出が
増加しており、２０代を逆転する勢い。
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④住宅事情による転入・転出
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出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

(各前年10月1日～同年9月30日)

住宅事情による転入・転出の推移 （転入－転出）
（人）

（転入・転出人口）
（人）
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0

住宅購入を理由に転入・転出する人は、
2002年以降、1,300人前後の転入超過が続く。
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出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

転入超過元の推移（住宅）

2009年2008年

その他
103

その他
61

愛知県
1,286

愛知県
1,171

住宅を理由とした転入元も、ほとんどは愛知県。
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（各前年10月1日～同年9月30日の累計)

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

市町村別 県外との転入転出差の推移（住宅）
（転入－転出）
（人）

転入先は、通勤圏にある都市が大半を占める。
～多治見市･可児市で転入超過の約４割～
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出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

(各前年10月1日～同年9月30日の累計)

年齢別 転入・転出人口の推移（住宅）
（人）

（年）

20代の転入が減少する一方で、
30代の転入は増加している。

20代の転出が減少する一方で
30代の転出は横ばいとなっている。

住宅購入による転入・転出は３０代が中心。
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～ 近年の日本人の社会動態（学業・結婚等・住宅） ～

○ 若年人口の減少を背景に、進学など学業を理由とした転入・転出は、1995
年頃をピークに減少が続いている。特に近年は、地元進学志向や自宅生志向
が強まっており、転入・転出の減少に拍車をかけている。

○ 結婚等を理由とした転入・転出は、1997年以降、転出超過が横ばいで推移
しており、初婚年齢の上昇により、転入・転出の主体が、20代から30代に
移りつつある。

○ 住宅購入などを理由とした転入・転出は、2002年以降、転入超過が横ばい
で推移しており、その多くは多治見市、可児市に流入している。長期的には、
20代の転入・転出が減少する一方で、30代の転入・転出は、横ばいないし
増加傾向となっている。

ここまでのまとめ
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４ 外国人の社会動態について
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県の国籍別外国人人口の推移

出典：総務省統計局 「国勢調査」

（人）

（年）

1990年以降、ブラジル人を中心に外国人が急増。
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※ 平成17年総務省 国勢調査人口に
毎月の人口動態を加えることにより算出

リーマン
ショック
(2008.9)

（外国人・人）（日本人 ・万 人）

外国人

日本人

県の国籍別人口の推移
207

206

205

0

出典：県統計課「岐阜県人口動態統計調査」

0
（月）
（年）2006 2007 2008 2009 2010

しかし、経済危機を境に、
増加が続いた外国人も減少に転じる。
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出典：県統計課
「岐阜県人口動態統計調査」

不詳（外国人）による年齢別社会動態の推移（転入・転出人口）
（人）

（転入－転出）
（人）
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0 0

（年）

２０代、３０代の働き盛りの外国人が減少している。

(各前年10月1日～同年9月30日)
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国籍別 県内外国人登録者数
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2010年から中国人人口がブラジル人人口を逆転し、
外国人登録数でみて最も多い外国人となっている。

その他

中国人は
ブラジル人を逆転し
最も多い外国人に
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（転入－転出）
（人）
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0 0

（年）

経済危機後は、帰国する外国人が増加。
その一方で、職を求めて愛知県などに転出する者も。
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ブラジル人は、製造現場や派遣労働で働く者が多い。
経済危機後、製造業の人員削減の影響を受けたとみられる。
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出典：法務省「出入国管理統計」

出国ブラジル人の
日本国外予定滞在期間（全国）
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日本に戻る意欲を失って帰国する
ブラジル人が多くなった。
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繊維・衣服
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職種別の県内研修生

職種別の県内技能実習移行申請者

出典：法務省「登録外国人統計」

(各年12月末現在) (2008年12月末現在)

(2009年3月末現在)

出典：（財）国際協力研修機構
「外国人研修・技能実習
事業実施状況報告」

（人）
（人）

（人）

繊維・衣服関係を中心に研修・技能実習に従事する
中国人は、減少が緩やか。
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～ 近年の外国人の社会動態 ～

○ 一貫して増加を続けてきた外国人も、2008年9月のリーマン･ショック後は、
20代、30代の働き盛り世代を中心に減少に転じた。

○ 国籍別には、製造業や派遣労働に従事してきたブラジル人が最も減少してお
り、この経済危機後に帰国する者は、日本に戻る意欲が低下している様子がみ
られる。

○ 繊維・衣服を中心とした技能実習生が多い中国人は、外国人登録ベースでみ
た人口減少が緩やかで、現在、登録数が最も多い外国人となっている。

○ 経済危機後は、母国に帰国する者が最も多いが、愛知県などの他地域に転出
する者もおり、日本への定住志向を持つ外国人の存在が窺われる。

ここまでのまとめ
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５ 総括



いよいよ、亡くなる人が多くなっていく「多死化社会」
に入った。高齢者の生活の質を高める、医療・介護体制や
地域のつながりの充実が必要。
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“出生率の向上”を目指す取り組みが、出生数の増加に
直結する時期は終わった。

子育て世代が喜びを感じられるような“子育ての質の向
上”を目指す少子化対策への転換が必要。

第2次ベビーブーム世代による出産期は、ピークを過ぎており、
彼ら以降の親となりうる世代の人口減少に伴い、今後出生数の
減少が加速していく。

自然動態（出生と死亡）

平均寿命の伸びを背景に、７５歳以上で亡くなる方が急増し
ている。今後も、高齢者人口の増加に伴い、死亡数が増加し続
けていく。

人口減少を前提とする社会に突入！



経済危機前の県内の製造業の拡大は、県外の流動性の高
い労働力に支えられていたことが明らかに。

経済危機後も、地元の若者の県外就職志向は変化してお
らず、かつての「経済成長＝雇用の拡大＝若者の地元定
着」という公式は有効でなくなっている。

地元中小企業の雇用吸収力を高め、魅力を発信し、若者
が地元に就職したくなる気持ちを育てることが必要。
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人口流出が続く中で、近年、派遣労働者を中心とした製造業
の人員拡充により、北海道・沖縄等から日本人の転入超過が増
えていた。しかしリーマン・ショックで、これら地域も転出超過に。
経済危機前から続く人口流出の核「進学･結婚･就職等で転

出する(本県出身の)若者」は減少せず、経済危機の影響がほと
んど見られなかった。

社会動態（転入と転出） 地域力・地元愛の更なる向上を！



減少したとはいえ、県内には未だ3万人以上の外国人が
暮らしている。

定住化傾向も見られる外国人と日本人が、ともに安心し
て暮らせる多文化共生推進の必要性に変わりはない。
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本県の製造業を支え、派遣労働に従事してきたブラジル人は、
リーマン・ショックによる製造業の人員削減が直撃し、失意のうち
に帰国する者が多くなった。
一方、主に衣服・繊維関連の研修･技能実習に従事する中国人

は、経済危機後の人口減少も緩やかで、現在、県内で最も多い
外国人になったとみられる。

社会動態（転入と転出） 今後も多文化共生の推進は必要！
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ご静聴ありがとうございました。

人口を考えるには、率ではなく人を見ることが必要です！
（出生率、高齢化率）（人数）


